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当初計画策定案（抜粋） 

計画策定経過 

 

令和７年 

6月２日（月） 計画策定案作成 

６月 30日（月） 教員アンケートフォーム作成 

7月２日（水） 校長会にてアンケート実施周知 

7月３日（木） 教員アンケート通知発出 

７月 25日（金） アンケート集計・素案作成（関係課協議） 

８月１日（金） 「第三次稲城市立学校における働き方改革実施計画検

討委員会設置要綱」施行 

９月２日（火） 委員委嘱依頼 

９月 30日（火） 第１回検討委員会開催 

10月 31日（金） 第２回検討委員会開催 

11月 25日（火）  教員意見公募通知発出 

12月 5日（金） 教員意見公募集計・素案修正作業 

令和８年（予定） 

１月 20日（火） 定例教育委員会報告 

２月９日（金） 総合教育会議において会議題として協議 

３月 19日（木） 定例教育委員会決定 
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検討委員会要綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討委員会委員名簿 

 

組織 氏名（敬称略） 委嘱 

学識経験者 直田 益明 委員長 

小学校長会会長 鈴木 浩之 委員 

中学校長会会長 中野 広孝 副委員長 

小学副校長会会長 小出 宏之 委員 

中学副校長会会長 加藤 雄一 委員 

教育部長 佐藤  知子 委員 

教育指導担当部長 野村 洋介 委員 
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（出典：文部科学省ウェブサイト 

「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正する法律案」） 

 

国・東京都の動向 

１．国の動向（令和７年６月・給特法改正） 

文部科学省は、教員の長時間勤務の是正と教育の質の向上を目的と

して、学校における働き方改革を推進しています。 

  

令和 5年 8月には、中央教育審議会から「教師を取り巻く環境整備に

ついて緊急的に取り組むべき施策（提言）」が提出され、これを受けて

文部科学省は、令和 6年度からの 3年間を集中改革期間と位置づけ

ています。 

 

令和７年６月には「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関

する特別措置法（以下「法」という）等の一部を改正する法律」（令和 8

年 4月施行）において、右のとおり改正されました。 
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令和７年９月、文部科学省は、「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保
を図るために講ずべき措置に関する指針」（以下「指針」）を改正しました。 
 

 

（出典：文部科学省ウェブサイト「学校における働き方改革について」より） 

２．国の動向（令和７年９月・指針改定） 
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（出典：東京都教育委員会ウェブサイト 「学校における働き方改革について」） 

 

 

 

３．東京都の動向（東京都教育委員会） 

東京都教育委員会は、教員の長時間労働の改善と教育の質の維持

向上を図るため、平成 30年に「学校における働き方改革推進プラン」

を策定し、外部人材の活用やデジタル化等に取り組んできました。  

その後、令和 6年 3月には、令和 8年度までを計画期間とする「学

校における働き方改革の推進に向けた実行プログラム」を策定し、以下

のような具体的な対策を進めています。 

  

・業務の精査と外部人材の活用 

・働く環境の改善と意識改革の推進  

・教員の時間外在校等時間の削減 

（目標：月 45時間超の教員割合を 0％に） 
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稲城市立学校における長時間勤務の状況 
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教員アンケート概要 

本報告書は、令和７年度に策定を予定している「第三次稲城市立学

校における働き方改革実施計画」の基礎資料として、稲城市教育委員

会が市立小中学校に勤務する都費教育職員を対象に実施したアンケ

ート調査の結果を取りまとめたものです。 

本調査は、これまでの取組成果の実感を調査するとともに、教員の

勤務実態や意識の現状を把握し、学校現場における働き方改革の更な

る推進に資する取組を検討するための参考とすることを目的としていま

す。 

１．調査対象 

市立小・中学校に勤務する都費教育職員（校長、副校長、主幹教諭、

主任教諭、教諭）を対象としました。 

２．調査方法 

インターネットを活用したWebフォーム形式のアンケート調査により

実施しました。 

 

３．実施期間 

令和７年７月４日（金）〜 令和７年７月２５日（金） 

４．回収状況 

 小学校 中学校 総計 

校長 7 5 12 

副校長 6 2 8 

主幹教諭・指導教諭 8 7 15 

主任教諭 35 18 53 

教諭 39 27 66 

総計 95 59 154 

（参考）令和７年度稲城市立小中学校教員配当定数（都教育庁人事計画課） 

小学校：387人 中学校：155人 
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５．設問構成の概要 

アンケートは全 33問で構成され、以下の種別に分類されます。 

（１）近年の働き方改革に対する実感 

 現在の学校の先生方の働き方についての実感（５問） 

（２）各取り組みにおける効果の実感 

①在校等時間の適切な把握と意識改革の推進（６問） 

②教員業務の見直しと業務改善の推進（１２問） 

③学校を支える人員体制の確保（３問） 

④ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた環境整備（４問） 

⑤部活動の負担軽減（３問・中学校のみ） 

（３）その他 

自由記述（任意） 

 

 

 

６．主な集計結果の概要 

（１）「近年の働き方改革の実感」の分析 

• 「長時間勤務が減少してきた」とする回答は約 4割（40.9%）に

とどまり、依然として「業務負担の軽減」や「本来業務への集中」

については、否定的な見方が多数を占めています（6割超）。 

• 一方で、「意識改革が進んでいる」とする肯定的回答は半数超

（52.6%）となっており、変化の兆しが見えています。 

• 「改善の余地がある」との回答が 86.4%と極めて高く、現場の

問題意識が明確となっています。 

→今後の施策は「制度整備」だけでなく、「成果実感」につながるような

運用・支援強化・広報活動が必要です。 

（２）効果が感じられる取組群 

• 「②教員業務の見直しと業務改善の推進」「③学校を支える人

員体制の確保」「④部活動の負担軽減」「⑤ワーク・ライフ・バラン

スの実現に向けた環境整備」の各項目における取組は、比較的

高い評価が得られています。 

→各論となる個別の取組は成果が見えやすく、即効性が感じられる 

取組であり、引き続き推進していきます。 
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（３）効果が感じられていない取組群 

• 「①在校等時間の適切な把握と意識改革の推進」の取組群は、

どれも「効果あり」が 2～4割と低く、「わからない」「効果なし」

が多く見られます。 

• 管理職によるサポートや校内調整も一定の評価はありますが、

まだ課題が多いと見られます。 

→総論となる働き方改革の目的の再周知・成果の共有等、学校現場・

地域・行政が一体となって推進していく必要があります。 

（４）アンケート結果のまとめ 

在校等時間の記録から、長時間勤務が減少傾向にある調査結果が

出ていますが、アンケート結果からは、意識改革が進んでいると感じら

れている一方で、改善の余地はまだあると考えられています。 

また、取組の中では直接教員業務を支援する人的支援、部活動負担

軽減、環境整備が特に効果的であるとも感じられています。 
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７．自由記載概要（参考） 

自由記載では、教員が日々感じている具体的な課題と、それに対す

る率直な意見・提案が多数寄せられました。記述の中で特に頻出したキ

ーワードは「働き方改革」「教員」「負担」「保護者対応」「部活動指導員」

等であり、教員の業務負担に関する切実な声が目立ちました。 

 

記載内容を主なテーマ別に整理すると、以下の傾向が確認されました。 

（１）働き方改革の実効性に対する懸念 

現場では業務過多が常態化しており、働き方改革の効果が実感でき

ていない。教員自身の意識改革に加え、保護者・地域・関係団体による

理解促進が不可欠である。 

（２）保護者対応の負担感 

電話対応、トラブル対応など、迅速かつ丁寧な対応を求められる業

務が大きな負担となっている。特に勤務時間外や昼休みにも対応を求

められるケースが多く、対策の必要性が強調されている。 

 

 

（３）部活動運営の限界と地域移行への期待 

外部指導員制度の限界や権限不足が課題となっており、顧問教員へ

の負担が継続している。地域移行に対する期待が高まっており、早期

かつ計画的な制度整備が求められている。 

（４）人的配置・サポート体制への要望 

養護教諭の複数配置やスクール・サポート・スタッフ（SSS）の増員を

求める声が複数見られた。 

教員一人あたりの負担を軽減し、教育活動に集中できる環境整備が

望まれている。 

（５）制度・インフラ面の課題 

校務のデジタル化がむしろ負担を増やしているとの指摘があり、操

作性や効率面での改善が必要とされている。 

学校の電話回線が限られていることで、保護者対応に支障が生じて

いるという意見が散見された。 
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８．アンケートを受けて 

本アンケートを通じて、多くの先生方が、日々強い使命感と責任感を

持ちながら、複雑化・多様化する教育現場に真摯に向き合っておられる

ことがあらためて浮き彫りとなりました。 

その一方で、業務の煩雑さや負担感の大きさ、制度や体制への不安

など、教育の営みを支える土台にいくつものひずみが生じている現状

も見えてきました。 

教育とは、目には見えにくい営みです。成果がすぐに表れることも少

なく、かけた時間や心のありようが形にならずに終わることもあります。 

それでも子どもたちの未来を信じ、日々教壇に立ち続ける先生方か

らお預かりしたこのご意見は、今後の制度の構築する際にも参考にさ

せていただき、丁寧に受け止め、政策の形へつなげていきます。先生方

の働きやすさは、子どもたちにとっての学びやすさにつながっています。 

限られた時間・予算・人的資源を最大限に活用し、稲城の未来を担う

子どもたちが成長できる場を、学校、地域、教育委員会が協働して創っ

ていくことを目標として、今後の取組につなげていきます。 

 


